
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年11月13日

【四半期会計期間】 第47期第２四半期（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

【会社名】 日建工学株式会社

【英訳名】 NIKKEN KOGAKU CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　行本　卓生

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿六丁目１０番１号

【電話番号】 03－3344－6811（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役　　佐藤　誠

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿六丁目１０番１号

【電話番号】 03－3344－6811（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役　　佐藤　誠

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　

EDINET提出書類

日建工学株式会社(E00187)

四半期報告書

 1/26



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第２四半期連結
累計期間

第47期
第２四半期連結
累計期間

第46期
第２四半期連結
会計期間

第47期
第２四半期連結
会計期間

第46期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 1,856,2111,651,467899,639 816,6035,343,151

経常損失(損失は△)（千円） △170,803△379,024△81,274△196,580△76,720

四半期(当期)純損失(損失は△）

（千円）
△177,964△377,211△85,297△197,545△90,160

純資産額（千円） － － 3,017,7182,591,7852,929,589

総資産額（千円） － － 4,553,9074,465,3225,379,874

１株当たり純資産額（円） － － 164.59 141.67 159.90

１株当たり四半期(当期)純損失金

額(損失は△）（円）
△9.72 △20.62 △4.66 △10.80 △4.93

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 66.2 58.0 54.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△53,485 200,259 － － △1,042

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△155,335△115,773 － － △171,964

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△70,380△119,340 － － △117,613

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,285,7481,239,4761,274,330

従業員数（人） － － 92 97 95

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第46期第２四半期連結累計(会計)期間及び第46期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額に

ついては、１株当たり四半期(当期)純損失であり、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。また、第47期第２四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　当社グループの売上構成は、つぎのとおりであります。

事業の種類別セ
グメントの名称

内容

　
売上高（千円）

（売上構成比率）（％）
　

前第２四半期
連結会計期間

(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

　
　

当第２四半期
連結会計期間

(自　平成21年７月１日
 至　平成21年９月30日

　
　

型枠貸与事業

消波根固用ブロックの製造用鋼製型枠の貸

与、生態系保全および景観修景に関わる河

川・道路・公園等のコンクリート二次製品

の製造用鋼製型枠の貸与

333,580

(37.1)

185,768

(22.7)

環境土木製品

販売事業

消波根固用ブロック製品、消波根固用自然

石製品、生態系保全および景観修景に関わ

る河川・道路・公園等のコンクリート二次

製品、土砂吸出防止・洗掘防止・遮水等の

土木用シートマットの製品等の販売

566,059

(62.9)

630,835

(77.3)

計
899,639

(100.0)

816,603

(100.0)

３【関係会社の状況】

　　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 97     

　（注）　従業員数は就業人員であります。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 89     

　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当社グループは、自社工場を持たず製作・製造委託会社に商品を製造委託しており、生産実績の記載ができません

ので、これに代え仕入実績を記載しております。

事業の種類別セグメントの
名称

内容
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日 
   至　平成21年９月30日）

前年同四半期
比（％）
　

 環境土木製品販売事業

（千円）

消波根固用ブロック製品、消波根固用自然石

製品、生態系保全および景観修景に関わる河

川・道路・公園等のコンクリート二次製品、

土砂吸出防止・洗掘防止・遮水等の土木用

シートマットの製品等の販売

617,582 111.7

　（注）　１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。　

　　２．型枠貸与事業には、仕入実績がないため記載しておりません。

　

(2）受注状況

　当社グループは、受注生産を行っておりません。

(3）販売実績

事業の種類別セグメントの
名称

内容

　
　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日 
   至　平成21年９月30日）

　
 

前年同四半期比
（％）
　

 型枠貸与事業（千円）

消波根固用ブロックの製造用鋼製型枠の貸

与、生態系保全および景観修景に関わる河

川・道路・公園等のコンクリート二次製品

の製造用鋼製型枠の貸与

185,768 55.7

 環境土木製品販売事業

（千円）

消波根固用ブロック製品、消波根固用自然

石製品、生態系保全および景観修景に関わ

る河川・道路・公園等のコンクリート二次

製品、土砂吸出防止・洗掘防止・遮水等の

土木用シートマットの製品等の販売

630,835 111.4

計（千円） 816,603 90.8

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　　　　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 　

３【経営上の重要な契約等】

　　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

(1）業績の概況

当第２四半期連結会計期間の我が国経済は、昨年の秋以降の急速な景気悪化局面から一部景気が持ち直し、最悪

期を脱したといわれておりますが、実態経済は依然として厳しい状況にあり、雇用情勢や所得環境も更に悪化が進

むなど、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移しております。

こうした中、当社グループ（当社及び連結子会社）は従来の消波根固ブロック、護岸ブロックなどの主力製品に

加えて、海岸・港湾・漁港分野へ優れた消波性能を備えたブロックの普及や堤防強化浸透対策工法ブロックなど信

頼される技術提案営業に引続き取り組みましたが、平成20年度公共土木施設災害の減少による市場規模の縮小や政

権交代による平成21年度第1次補正予算の事業執行の遅れ等により、当第２四半期連結会計期間（7月～9月）の経

営成績につきましては、売上高は816百万円（前年同四半期比9.2％減）、営業損失は202百万円（前年同四半期は83

百万円の営業損失）、経常損失は196百万円（前年四半同期は81百万円の経常損失）となり、四半期純損失は197百

万円（前年同四半期は85百万円の純損失）となりました。

事業の種類別セグメントの業績の概況

　セグメント別にみると、型枠貸与事業の売上高は185百万円（前年同四半期比44.3％減）、営業損失は127百万円

（前年同四半期は28百万円の営業損失）、環境土木製品販売事業の売上高は630百万円（前年同四半期比11.4％

増）、営業損失は75百万円（前年同四半期は54百万円の営業損失）であります。　

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下資金という。)は、前四半期連結会計期間末に比

べ、75百万円増加し、1,239百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況については、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は176百万円(前年同四半期比は286百万円収入増）でした。主に売上債権の減少488

百万円、減価償却費78百万円による収入と税金等調整前四半期純損失196百万円、仕入債務の減少38百万円、たな卸

資産の増加74百万円などの支出によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により支出した資金は47百万円(前年同四半期比は19百万円支出減）でした。主に鋼製型枠等有形固定資

産の取得36百万円、貸付による支出24百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により支出した資金は53百万円(前年同四半期比は23百万円支出増）でした。主に剰余金の配当による支

払20百万円、リース債務の返済による支出33百万円によるものであります。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4）研究開発活動

　　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は27百万円であります。

　　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,997,000

計 38,997,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,622,544 18,622,544
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は1,000

株であります。

計 18,622,544 18,622,544 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 18,622,544 － 1,004,427 － 541,691
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ジェイ・エム・イー 東京都中野区本町三丁目30－４ 1,288 6.91

行本　敏子 東京都杉並区 1,165 6.26

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 1,152 6.19

三菱ＵＦＪリース株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目５－１ 498 2.67

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 449 2.41

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社
東京都中央区晴海一丁目８－11 400 2.14

今井　正利 岐阜県多治見市 378 2.03

行本　卓生 東京都中野区 360 1.93

株式会社阿波銀行 徳島県徳島市西船場二丁目24－１ 353 1.89

菊池　恵理香 東京都杉並区 346 1.86

日建工学株式会社 東京都新宿区西新宿六丁目10－１ 328 1.76

計 － 6,721 36.09

　

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】　

 平成21年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 　328,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  　17,976,000　 17,976 －

単元未満株式 普通株式　     318,544－ －

発行済株式総数 18,622,544－ －

総株主の議決権 － 17,976 －

　

②【自己株式等】

 平成21年9月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日建工学株式会社

東京都新宿区西新

宿六丁目10－１
328,000 － 328,000 1.76

計 － 328,000 － 328,000 1.76
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 69 78 111 106 105 93

最低（円） 51 61 77 72 84 79

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,434,476 1,469,330

受取手形及び売掛金 1,088,832 2,335,592

商品及び製品 320,374 162,657

原材料及び貯蔵品 16,063 22,851

その他 119,107 63,871

貸倒引当金 △13,525 △22,822

流動資産合計 2,965,327 4,031,480

固定資産

有形固定資産

リース資産（純額） 474,120 453,267

その他（純額） 271,575 281,883

有形固定資産合計 ※1
 745,696

※1
 735,151

無形固定資産 46,790 52,530

投資その他の資産

投資有価証券 549,675 403,625

その他 333,012 331,715

貸倒引当金 △175,181 △174,629

投資その他の資産合計 707,507 560,711

固定資産合計 1,499,994 1,348,393

資産合計 4,465,322 5,379,874

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 977,935 1,561,018

1年内返済予定の長期借入金 － 2,500

未払金 95,838 102,541

未払法人税等 11,136 19,242

リース債務 147,551 127,380

その他 80,285 122,255

流動負債合計 1,312,748 1,934,939

固定負債

繰延税金負債 89,653 42,170

退職給付引当金 79,899 77,386

役員退職慰労引当金 27,599 27,916

リース債務 363,636 367,872

固定負債合計 560,789 515,345

負債合計 1,873,537 2,450,284

EDINET提出書類

日建工学株式会社(E00187)

四半期報告書

11/26



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,004,427 1,004,427

資本剰余金 541,691 541,691

利益剰余金 938,761 1,371,108

自己株式 △57,892 △58,078

株主資本合計 2,426,988 2,859,148

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 164,701 66,134

評価・換算差額等合計 164,701 66,134

少数株主持分 95 4,305

純資産合計 2,591,785 2,929,589

負債純資産合計 4,465,322 5,379,874
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 1,856,211 1,651,467

売上原価 1,419,215 1,417,127

売上総利益 436,996 234,339

販売費及び一般管理費 ※1
 620,056

※1
 622,779

営業損失（△） △183,060 △388,439

営業外収益

受取利息 1,588 588

受取配当金 7,333 5,893

たな卸資産処分益 4,474 7,989

その他 1,744 2,639

営業外収益合計 15,141 17,110

営業外費用

支払利息 1,111 7,153

たな卸資産処分損 1,773 542

営業外費用合計 2,885 7,696

経常損失（△） △170,803 △379,024

特別利益

固定資産売却益 268 －

貸倒引当金戻入額 － 4,305

特別利益合計 268 4,305

特別損失

固定資産処分損 31 13

特別損失合計 31 13

税金等調整前四半期純損失（△） △170,566 △374,732

法人税等 6,712 6,690

少数株主利益又は少数株主損失（△） 685 △4,210

四半期純損失（△） △177,964 △377,211
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 899,639 816,603

売上原価 677,692 715,161

売上総利益 221,946 101,442

販売費及び一般管理費 ※1
 305,426

※1
 304,203

営業損失（△） △83,479 △202,761

営業外収益

受取利息 1,091 333

受取配当金 350 250

たな卸資産処分益 3,099 7,989

その他 126 1,405

営業外収益合計 4,667 9,977

営業外費用

支払利息 745 3,525

たな卸資産処分損 1,717 271

営業外費用合計 2,462 3,797

経常損失（△） △81,274 △196,580

特別利益

固定資産売却益 268 －

貸倒引当金戻入額 － 517

特別利益合計 268 517

特別損失

固定資産処分損 31 13

特別損失合計 31 13

税金等調整前四半期純損失（△） △81,037 △196,076

法人税等 3,287 3,345

少数株主利益又は少数株主損失（△） 971 △1,875

四半期純損失（△） △85,297 △197,545

EDINET提出書類

日建工学株式会社(E00187)

四半期報告書

14/26



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △170,566 △374,732

減価償却費 97,132 145,975

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,003 △8,746

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 947 △317

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,053 2,513

受取利息及び受取配当金 △8,922 △6,482

支払利息 1,111 7,153

固定資産売却損益（△は益） △268 －

固定資産処分損益（△は益） 31 13

売上債権の増減額（△は増加） 954,299 1,234,902

たな卸資産の増減額（△は増加） △159,593 △148,961

仕入債務の増減額（△は減少） △703,383 △596,556

未払消費税等の増減額（△は減少） △28,975 △19,530

その他 △49,092 △21,619

小計 △48,222 213,612

利息及び配当金の受取額 8,927 6,463

利息の支払額 △1,111 △7,153

法人税等の支払額 △13,078 △12,662

営業活動によるキャッシュ・フロー △53,485 200,259

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △195,000 △195,000

定期預金の払戻による収入 195,000 195,000

有形固定資産の取得による支出 △148,265 △98,967

有形固定資産の売却による収入 1,393 9,140

貸付けによる支出 － △29,000

貸付金の回収による収入 － 5,000

その他 △8,463 △1,946

投資活動によるキャッシュ・フロー △155,335 △115,773

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △5,000 △2,500

自己株式の取得による支出 △789 △289

自己株式の処分による収入 212 225

配当金の支払額 △54,030 △54,736

リース債務の返済による支出 △10,773 △62,039

財務活動によるキャッシュ・フロー △70,380 △119,340

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △279,201 △34,854

現金及び現金同等物の期首残高 1,564,950 1,274,330

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,285,748

※1
 1,239,476
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【表示方法の変更】

 
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（連結貸借対照表関係） １  財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年８月７日内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前第２四半期連結会計期間におい

て、「商品」「貯蔵品」として掲記されたものは、当第２四半期連結会計

期間では「商品及び製品」「原材料及び貯蔵品」に掲記しております。

２  前第２四半期連結会計期間において、有形固定資産に含めて表示して　　

おりました「リース資産」は、資産総額の100分の10を超えたため、当第

２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四

半期連結会計期間の有形固定資産に含まれる「リース資産」は166,891

千円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１　たな卸資産の評価方法 　　四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出に関して、実地たな卸を省略

し前連結会計年度に係る実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算

定しております。 

２　固定資産の減価償却費の算定方法 　　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算に基づく

年間償却予定額を期間按分して算定しております。

３　退職給付引当金の算定方法 　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、年間予定額を期間按分して算定しておりま

す。

　また、当社は、執行役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく当連結

会計年度末要支給額を期間按分して算定しております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び

繰延税金負債の算定方法

　  法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に

は、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用してお

ります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※1 有形固定資産から控除されている減価償却累計額　　　　

　は下記のとおりであります。

※1 有形固定資産から控除されている減価償却累計額は下

記のとおりであります。

　　減価償却累計額 2,738,424千円 　減価償却累計額 2,693,004千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

 給与及び諸手当    230,460千円 

 旅費交通費 61,691千円 

 退職給付費用 10,351千円 

 貸倒引当金繰入額 12,314千円 

 給与及び諸手当 236,824千円 

 旅費交通費 58,976千円 

 退職給付費用 9,936千円 

  

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

 給与及び諸手当   134,469千円 

 旅費交通費     29,562千円 

 退職給付費用 4,225千円 

 貸倒引当金繰入額 8,451千円 

 給与及び諸手当    117,487千円 

 旅費交通費  28,207千円 

 退職給付費用 4,783千円 

 　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※1　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※1　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年９月30日現在) (平成21年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,480,748千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
△195,000千円

現金及び現金同等物 1,285,748千円

　

現金及び預金勘定     1,434,476千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
    △195,000千円

現金及び現金同等物     1,239,476千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　18,622千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式 　　　　　　　　　328千株

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年6月26日

定時株主総会
普通株式 54,884 3 平成21年3月31日平成21年6月29日利益剰余金 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
型枠貸与事業
（千円）

環境土木製品
販売事業
（千円）

計　
（千円）

消去又は全社
　
  （千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 333,580 566,059 899,639 － 899,639

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － －　 －

計 333,580 566,059 899,639 －　 899,639

営業損失(△) △28,863 △54,615 △83,479 －　 △83,479

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
型枠貸与事業
（千円）

環境土木製品
販売事業
（千円）

計　
（千円）

消去又は全社
　
  （千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 185,768 630,835 816,603 － 816,603

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 185,768 630,835 816,603 － 816,603

営業損失(△) △127,259△75,501△202,761 － △202,761

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
型枠貸与事業
（千円）

環境土木製品
販売事業
（千円）

計　
（千円）

消去又は全社
　
  （千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 663,6861,192,5251,856,211 － 1,856,211

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － －　 －

計 663,6861,192,5251,856,211 －　 1,856,211

営業損失(△) △66,191△116,868△183,060 －　 △183,060

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
型枠貸与事業
（千円）

環境土木製品
販売事業
（千円）

計　
（千円）

消去又は全社
　
  （千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 406,4251,245,0411,651,467 － 1,651,467

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 406,4251,245,0411,651,467 － 1,651,467

営業損失(△) △221,211△167,228△388,439 － △388,439
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  (注）１．事業区分の方法

製品およびサービスの販売方法の類似性を勘案して区分しています。

２．各区分に属する主要な事業の内容

型枠貸与事業 消波根固用ブロックの製造用鋼製型枠の貸与、生態系保全および景観修景に関

わる河川・道路・公園等のコンクリート二次製品の製造用鋼製型枠の貸与

環境土木製品

販売事業

消波根固用ブロック製品、消波根固用自然石製品、生態系保全および景観修景

に関わる河川・道路・公園等のコンクリート二次製品、土砂吸出防止・洗掘

防止・遮水等の土木用シートマットの製品等の販売

３．事業区分の変更

前第２四半期連結累計期間

事業区分については、従来、製品の種類や性質の類似性に基づいて使用目的別に国土保全事業、環境

景観事業、土木シート事業に３区分しておりましたが、前第１四半期より、製品およびサービスの販

売方法の類似性から「型枠貸与事業」と「環境土木製品販売事業」の２区分に変更いたしました。

この変更は、当社グループにおける事業の実態をより適切に反映し、セグメント情報の有効性を高め

るために行ったものであります。「型枠貸与事業」は、消波根固用ブロックの製造用鋼製型枠の貸与

および生態系保全、景観修景に関わる河川、道路、公園等のコンクリート二次製品の製造用鋼製型枠

の貸与であります。「環境土木製品販売事業」は、消波根固用ブロック製品、消波根固用自然石製品、

生態系保全、景観修景に関わる河川、道路、公園等のコンクリート二次製品、土木吸出防止、洗掘防止、

遮水等の土木用シートマットの製品等の販売であります。

なお、前第２四半期連結累計期間において、従来の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント

情報は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
国土保全事
業

（千円）

環境景観事
業

（千円）

土木シート
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社

（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 712,777369,341774,0921,856,211 － 1,856,211

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 36,864 362 37,226(37,226) －

計 712,777406,206774,4541,893,438(37,226)1,856,211

営業損失(△) △63,689△94,066△25,304△183,060 － △183,060
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 141.67円 １株当たり純資産額 159.90円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△9.72円

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△20.62円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（△）（千円） △177,964 △377,211

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △177,964 △377,211

期中平均株式数（株） 18,308,046 18,293,617

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

新株予約権１種類(新株予約権

の数170個)  　

なお、当該新株予約権は行使期

間が平成20年7月31日に満了し

ております。

　

　

──────

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△4.66円

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△10.80円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（△）（千円） △85,297 △197,545

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △85,297 △197,545

期中平均株式数（株） 18,306,620 18,293,431

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

新株予約権１種類(新株予約権

の数170個)  　

なお、当該新株予約権は行使期

間が平成20年7月31日に満了し

ております。

──────
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（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月12日

日建工学株式会社

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野辺地　　勉　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 八代　　輝雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日建工学株式会社の平

成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成20年7月1日から平成20年9月30日

まで）及び第2四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日建工学株式会社及び連結子会社の平成20年9月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

  追記情報

  セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」に記載されているとおり、第１四半期連結会計期間から会社は事業

区分を変更している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

日建工学株式会社

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野辺地　　勉　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 八代　　輝雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日建工学株式会社の平

成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成21年7月1日から平成21年9月30日

まで）及び第2四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日建工学株式会社及び連結子会社の平成21年9月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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